
平
成
十
九
年
十
月
十
六
日
受
領

答

弁

第

七

四

号

内
閣
衆
質
一
六
八
第
七
四
号

平
成
十
九
年
十
月
十
六
日

内
閣
総
理
大
臣

福

田

康

夫

衆

議

院

議

長

河

野

洋

平

殿

衆
議
院
議
員
滝
実
君
提
出
平
成
二
十
年
度
予
算
の
四
十
七
兆
三
〇
〇
〇
億
円
と
い
う
上
限
目
標
に
関
す
る
再
質
問
に
対
し
、

別
紙
答
弁
書
を
送
付
す
る
。



衆
議
院
議
員
滝
実
君
提
出
平
成
二
十
年
度
予
算
の
四
十
七
兆
三
〇
〇
〇
億
円
と
い
う
上
限
目
標
に
関
す
る
再
質
問
に
対

す
る
答
弁
書

一
に
つ
い
て

年
金
財
政
に
お
い
て
は
、
人
口
や
経
済
の
長
期
の
す
う
勢
が
ど
の
よ
う
に
な
る
か
が
重
要
で
あ
り
、
少
な
く
と
も
五
年
ご

と
に
、
法
律
で
定
め
ら
れ
て
い
る
保
険
料
率
を
前
提
に
、
社
会
経
済
情
勢
の
変
化
に
伴
う
様
々
な
要
素
を
踏
ま
え
て
、
長
期

的
な
給
付
と
負
担
の
均
衡
を
図
る
こ
と
が
で
き
る
給
付
水
準
の
見
通
し
を
示
す
「
財
政
の
現
況
及
び
見
通
し
」
を
作
成
す
る

旨
が
法
律
で
規
定
さ
れ
て
い
る
。
現
在
、
平
成
二
十
一
年
ま
で
に
行
う
「
財
政
の
現
況
及
び
見
通
し
」
の
作
成
に
向
け
て
、

賃
金
上
昇
率
等
の
前
提
（
以
下
「
経
済
前
提
」
と
い
う
。
）
に
つ
い
て
金
融
や
経
済
の
専
門
家
に
よ
り
検
討
を
行
っ
て
い
る

と
こ
ろ
で
あ
る
。

平
成
十
六
年
財
政
再
計
算
に
お
い
て
は
、
平
成
二
十
年
度
ま
で
の
経
済
前
提
に
つ
い
て
は
、
「
構
造
改
革
と
経
済
財
政
の

中
期
展
望－

二
〇
〇
三
年
度
改
定
参
考
資
料
」
（
平
成
十
六
年
一
月
十
六
日
経
済
財
政
諮
問
会
議
提
出
）
を
基
に
算
出
し
て

い
る
一
方
、
平
成
二
十
一
年
度
以
降
の
長
期
の
経
済
前
提
に
つ
い
て
は
、
御
指
摘
の
「
経
済
予
測
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
」
に

よ
ら
ず
、
過
去
の
実
績
を
基
礎
と
し
つ
つ
、
長
期
間
に
お
け
る
平
均
的
な
経
済
成
長
の
見
込
み
等
を
推
計
す
る
際
に
一
般
的

一



に
用
い
ら
れ
る
手
法
を
用
い
て
算
出
し
て
い
る
。

二
に
つ
い
て

一
に
つ
い
て
で
述
べ
た
よ
う
に
、
平
成
十
六
年
財
政
再
計
算
に
お
け
る
平
成
二
十
一
年
度
以
降
の
長
期
の
経
済
前
提
は
、

御
指
摘
の
「
経
済
予
測
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
」
に
よ
る
も
の
で
は
な
い
。
い
ず
れ
に
せ
よ
、
計
量
経
済
モ
デ
ル
に
よ
る
計
算

結
果
は
、
誤
差
を
伴
う
た
め
、
相
当
の
幅
を
も
っ
て
解
釈
す
べ
き
も
の
で
あ
る
。

三
か
ら
五
ま
で
及
び
八
に
つ
い
て

政
府
と
し
て
は
、
現
在
の
極
め
て
厳
し
い
財
政
状
況
等
を
踏
ま
え
れ
ば
、
経
済
成
長
を
維
持
し
な
が
ら
、
歳
出
・
歳
入
一

体
改
革
に
正
面
か
ら
取
り
組
む
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
考
え
て
お
り
、
二
〇
一
〇
年
代
半
ば
に
向
け
、
国
と
地
方
を
合
わ
せ

た
債
務
残
高
の
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
率
を
安
定
的
に
引
き
下
げ
る
こ
と
を
目
指
し
、
ま
ず
は
二
〇
一
一
年
度
に
は
、
国
と
地
方
を
合

わ
せ
た
基
礎
的
財
政
収
支
を
確
実
に
黒
字
化
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

ま
た
、
「
経
済
財
政
改
革
の
基
本
方
針
二
〇
〇
七
」
（
平
成
十
九
年
六
月
十
九
日
閣
議
決
定
）
等
に
沿
っ
て
、
成
長
力
の

強
化
等
に
取
り
組
む
こ
と
と
し
て
お
り
、
こ
う
し
た
取
組
を
通
じ
て
、
安
定
し
た
経
済
成
長
を
続
け
、
経
済
社
会
の
各
層
に

雇
用
拡
大
や
所
得
の
増
加
と
い
う
形
で
成
長
の
成
果
を
広
く
及
ぼ
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
考
え
て
い
る
。

二



六
に
つ
い
て

プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
が
一
定
で
あ
る
と
し
た
場
合
、
一
般
に
、
物
価
の
下
落
は
、
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
を
低
下
さ
せ

る
一
方
、
長
期
金
利
の
低
下
を
通
じ
て
債
務
の
利
払
い
費
を
減
少
さ
せ
る
可
能
性
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
日
本
経
済
が
デ
フ
レ

状
況
に
あ
っ
た
こ
と
が
債
務
残
高
の
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
の
上
昇
に
対
し
て
ど
の
よ
う
な
影
響
を
及
ぼ
し
た
か
に
つ
い
て
は
、
断

定
的
な
こ
と
は
申
し
上
げ
ら
れ
な
い
。

七
に
つ
い
て

財
政
支
出
の
増
加
や
減
税
等
を
含
む
累
次
の
経
済
対
策
に
つ
い
て
は
、
日
本
経
済
が
極
め
て
厳
し
い
状
況
に
あ
っ
た
中
で

景
気
の
下
支
え
に
一
定
の
効
果
が
あ
っ
た
が
、
財
政
赤
字
が
拡
大
し
た
結
果
と
し
て
債
務
残
高
を
増
加
さ
せ
た
も
の
と
考
え

て
い
る
。
政
府
と
し
て
は
、
こ
れ
ま
で
、
各
年
度
の
「
経
済
財
政
運
営
と
構
造
改
革
に
関
す
る
基
本
方
針
」
や
「
構
造
改
革

と
経
済
財
政
の
中
期
展
望
」
等
に
基
づ
き
、
適
切
な
経
済
財
政
運
営
に
努
め
て
き
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。

三


